
2020年 2月 27日

関西電力株式会社

大飯発電所 1, 2号機 廃止措置計画認可に伴 う冷却告示への対応について

1.防災業務計画修正に係るスケジュールについて

EAL見 直しに伴 う「原子力災害対策指針」の公布、「原子力災害対策特別措置法に基づき原
子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則」の施行時期を踏まえた冷却告示の公布時期

について相談させていただきたい。

2.大飯 1, 2号機の使用済燃料の評価について

2019年 12月 11日 認可の廃上措置計画のうち使用済燃料に係る以下の内容について
説明させていただく。

(1)使用済燃料の健全性評価

(2)未臨界性の評価

(3)周辺公衆への放射線被ばくの影響

3.冷却告示を踏まえた原子力事業者防災業務計画への反映事項について

(1)EAL31の 項目削除
(2)ERSS伝 送項目のうち使用済燃料ピット関連項目の伝送計画の見直し

以  上

(添付資料 )

大飯発電所 1号炉及び 2号炉の使用済燃料の評価等について



2020年 2月 27日

関西電力株式会社

大飯発電所 1号炉及び 2号炉の使用済燃料の評価等について

1.は じめに

大飯発電所の原子力事業者防災業務計画は、「原子力災害対策指針 (平成 80

年 10月 1日 )」 の緊急時活動 レベル (EAL)の 枠組みに基づき、「2.加圧水
型軽水炉 (実用発電用のものに限る。)に係る原子炉の運転等のための施設 (当

該施設が炉規法第 43条の 3の 6第 1項第 4号の基準に適合 しない場合又は原
子炉容器内に照射済燃料集合体が存在 しない場合を除く。)」 及び「5.実用発電

用原子炉 (東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設のうち、1号炉、

2号炉、 3号炉及び 4号炉を除く。)に係る原子炉の運転等のための施設 (炉規

法第 43条の 3の 6第 1項第 4号の基準に適合 しないものに限る。)であつて、
使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃料集合体が存在する施設であつて照射済燃

料集合体が十分な期間にわた り冷却 されたものとして原子力規制委員会が定め

たもの及び使用済燃料貯蔵槽内に照射済燃料集合体が存在 しない施設以外のも

の。)」 に係るEALを 設定、計画 し、提出している。
一方、大飯発電所 1号炉及び 2号炉の使用済燃料は十分な期間冷去「され、EA

Lの枠組み「9.原子炉の運転等のための施設 (1.か ら 8。 までに掲げるもの

を除く。)」 イこ該当する状態にあると考えている。

本資料は、大飯発電所 1号炉及び 2号炉が「9.原子炉の運転等のための施設

(1.か ら 8。 までに掲げるものを除く。)」 に該当する状態にあることを示すた

め、まとめた資料である。

2.貯蔵中の使用済燃料

現在、使用済燃料 ピット (1号及び 2号炉共用)には、合わせて 629体の使

用済燃料が貯蔵 されている。

これらの使用済燃料の最高燃焼度制限は 55GWd/t以 下、原子炉停止 日は 1号

炉が平成 23年 7月 16日 、2号炉が平成 23年 12月 16日 、評価時′煮は平成
30年 3月 31日 である。
これら使用済燃料の総発熱量は、632kWで あり、貯蔵中の使用済燃料 1体当

た りの最大発熱量及び平均発熱量 (平成 30年 3月 31日 時点)は、以下に示す
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とおりである。

・ 最大発熱量 約 1。22kW (平均発熱量 約 0.90kW)

3.使用済燃料の健全性評価について (資料 1参照 )

使用済燃料 ピット (1号及び 2号炉共用)は、1号及び 2号炉共用施設である

ため、評価は、 1号炉及び 2号炉として実施する。

使用済燃料ピント (1号及び 2号炉共用)には、最終サイクル※で取 り出した

使用済燃料を含む貯蔵容量の上限である 704体の燃料が貯蔵されているものと

して、使用済燃料ピッ ト水がすべて喪失 した場合における燃料被覆管表面温度

の評価を行つた。

評価の結果、 1号炉及び 2号炉の使用済燃料の燃料被覆管表面温度は、約
379℃以下である。この燃料被覆管表面温度においては、原子炉運転中の酸化減

肉及び使用済燃料ピント水がすべて喪失 した後の空気中での酸化減肉を考慮 し

たとしても、燃料被覆管のクリープ歪は 1年後においても約 0。 70/0であり、クリ

ープ変形による破断は発生せず、使用済燃料の健企性は保たれる。

※ :原子炉停止日  1号 炉 平成 23年  7月 16日
2号炉 平成 23年 12月 16日

4.未臨界性の評価について (資料 2参照)

使用済燃料ピット (1号及び 2号炉共用)には、635体 (新燃料 76体及び予

備新燃料領域 6体を含む)の燃料が貯蔵されているものとして、使用済燃料ピ

ット水大規模漏えい時の未臨界性の評価を行つた。未臨界性評価は、使用済燃料

ピント全体の水密度を一様に 0.0～ 1.Og/cm3ま で変化させた条件で実効増倍率

の評価を行った。

評価の結果、不確定性を考慮 した実効増倍率は最大で 0,958と なり、臨界を

防止できることを確認 した。

5.周辺公衆への放射線被ばくの影響について (資料 3参照 )

使用済燃料ピット(1号及び 2号炉共用)の使用済燃料の全放射能強度を考慮

し、使用済燃料ピット冷去「水がすべて喪失 した状態を想定して、敷地等境界上の

評価地点におけるスカイシャイン線による実効線量を評価 した結果は 1.lμ

Sv/hで あった。
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6。 結論

使用済燃料を使用済燃料 ピットにおいて貯蔵 している間において、使用済燃

料ピット水が全て喪失しても、燃料被覆管表面温度は 379℃以下に保たれ、燃料

被覆管表面温度の上昇による燃料の健全性に影響はなく、臨界を防止できると

評価でき、また、使用済燃料からのスカイシャイン線による周辺公衆への放射線

被ばくの影響も小さいことから、大飯 上号炉及び 2号炉については、「原子力災

害対策指針」のEALの 枠組み「9,原子炉の運転等のための施設 (1.か ら8.

までに掲げるものを除く。)」 における照射済燃料集合体が十分な期間冷却され

たものに該当すると考える。

以 上

(添付資料 )

資料 1.使用済燃料ピット水大規模漏えい時の使用済燃料の健全性について

資料 2.使用済燃料ピット水大規模漏えい時の未臨界性の評価について

資料 3.使用済燃料ピント水大規模漏えい時の使用済燃料からのスカイシャイ
ン線による周辺公衆への放射線被ばくの影響について

本資料のうち、 は商業機密又は核物質防護上の観点から公開できません。
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使用済燃料ピット水大規模漏えい時の使用済燃料の健全 l生について

1.は じめに

本資料は、使用済燃料を使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している間において、使用済燃

料貯蔵設備から冷却水が大量に漏えいする事象を考慮しても、燃料被覆管表面温度の

上昇が燃料の健全性に影響を与えることはないことを説明するものである。

2.発電所に貯蔵中の 1号炉及び 2号炉の使用済燃料

使用済燃料ピット (1号及び 2号炉共用)には、貯蔵容量の上限である704体の燃

料が貯蔵されているものとして評価を行う。

これらの使用済燃料の最高燃焼度制限は 55GWd/t以下、原子炉停止日は 1号炉が

平成 23年 7月 16日、 2号炉が平成 23年 12月 16日 、評イ面日寺点イま平成 30年 3

月 31日 である。

これら使用済燃料の総発熱量は、632kWであり、貯蔵中の使用済燃料 1体当たり

の最大発熱量及び平均発熱量 (平成 30年 3月 31日 時点)は、以下に示すとおりで

ある。

・ 最大発熱量 約 1.22kW (平均発熱量 約 0。90kW)

3.燃料被覆管表面温度の計算

使用済燃料ピット水がすべて喪失した場合における燃料被覆管の表面温度について、

評価を実施した。

主な計算条件、計算結果等を以下に示す。

(1)主な計算条件

○使用済燃料ピット水はすべて喪失していると仮定する。

O原子炉補助建屋は健全だが換気は考慮しない (密閉状態)。

とい1



○使用済燃料からの発熱は、建屋内空気及び建屋の天丼を通して外気に放熱さ

れることにより除熱される。

O計算に用いた主要な入カパラメータは、第 4表のとおりである。

(2)計算結果

使用済燃料の健全陛評価の手順としては、a.建屋からの放熱計算、b.自然対流熱

伝達の計算、c.燃料被覆管表面温度計算の順序で、使用済燃料からの発熱量より燃

料被覆管表面温度を求める。

a.建屋からの放熱計算

使用済燃料ピット水がすべて喪失し、使用済燃料の発熱による建屋内の空気温

度が定常状態となる場合において、外気温度を境界条件として建屋内空気温度を

求める。建屋からの放熱モデルを第 1図に示す。

(低温側 ) 使用済燃料の熱は天丼面から外気に放出される

使用済燃料の発熱量

を除熱するために必

要な温度差を求め、
外気温Tout前から室内

温度Tin前「を計算

第 1図 建屋からの放熱

定常状態にある場合の建屋天丼の壁を通して伝わる熱流束ば'mfは、

ば'loof=Qto協1/Å胡

Qゎ甑   :使用済燃料の総発熱量

Å胡   :天丼面積

〔1〕

(W)

(m2)

このとき、ニュートンの冷去,法則により表される熱伝達式は以下のようになる。

q″Юof=h(Tttalr― Toutta.,)                       〔2〕

使用済燃料
集合体ラック

(高温側 ) t !

Tin_air
自然対流によ

り建屋内を空
気が循環
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1//h=(1/hl+tcon//λ ∞n+1/h2) 〔3〕

h     i熱通過率                (W/m2Ю

Th alr  :室内温度                   SC)

Tout.a】r   :夕障乱イ邑度                     ⑬ ※1

※1:太陽の輻射熱を考慮し、保守的に夏場の日中における天丼壁の外面

温度が継続するものとして、同温度を相当外気温度とする。

hl    :内表面熱伝達率              (W/m2Ю

馳    :外 表面熱伝達率              (W/m2Ю

愧。n    :天丼のコンクリート厚さ            (m)

λ∞n   :コンクリートの熱伝導率         (W/mЮ

〔2〕 式及び 〔3〕 式より、

T毎歳=ギЮof(1/hl+tcoyλ ∞n+1/脆 }+Tou与触03)       〔4〕

よって、室内温度として、外気温度を境界条件とした建屋内空気温度を求め

ると、第 1表のとおりとなる。

第 1表 外気温度を境界条件とした建屋内空気温度

室内温度 Tとrれ (℃ )

177

b.自然対流熱伝達の計算

燃料集合体は、第 2図に示すとおり、Eコ m間隔の格子ピッチが確保された状

態で貯蔵されているが、ここでは保守的に燃料ラックセル間の領域は無視し、ラ

ンクセルの正方形断面内の流路を実効的な流路と考え、自然対流による空気の流

速と燃料被覆管表面の熱伝達率を求める。
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燃料集合体

ラックセル ランクセル間の空気は冷却に寄与
しないものとして保葡的に無視

第 2図 使用済燃料ピント内での燃料集合体配置

ラック下部の底板は、使用済燃料ピット底面から少なくとも約回 m上方に

4本のL型アングルで支えられた構造で設置されている。ラック底板には孔が設

けられており、使用済燃料ピント底面の空気はラックに貯蔵された各燃料集合体

に供給される。本手法では、第 3図のとおり、空気の横流れ現象を保守的に無視

し、燃料集合体の冷却は空気流量を一定として、すべてが燃料集合体下部から流

入する前晃としている (一点近似)。
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燃料集合体

Te(高 温側 )

入日空気温度 Tiの空気が使

用済燃料の発熱量を受け取

り、温められ上昇した時の

出口空気温度 Teを計算

Ti(低温側 )

第 3図 燃料集合体内温度上昇の計算
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Q :燃料集合体 1体の発熱             (kW)

中………燃料集合体の最大発熱量

:流路面積                   (mつ

:摩擦損失計算用濡れぶち長さ          (m)

:伝熱計算用罵れぶち長さ            (m)

:発熱長さ                   (m)

:流れの等価直径←4A/め            (m)

:熱の等価直径(-4A/め             (m)

:空気の密度                 (kg/ml

:空気の熱伝導率             (W/mЮ

:空気流速                   (河 0

:定圧比熱                 (kJrkg K)

:体膨張係数                  (ln

:重力加速度                  (湖 sり

:出口空気温度                  OC)

:入口空気温度                  00

:燃料集合体中間の空気温度           に )

:燃料集合体中間の被覆管表面熱伝達率    (W/m2Ю

:動粘性係数                  (m70

Ａ

勁

跳

」

山

転

ρ

亀

　

ｕ
　

Ｃ
ｐ

β

g

生

Ti

Ta

今フ

比

流れている空気への伝熱より、

Q=p uCpω e―T)A                            〔5〕

空気に働く浮力をFBとすると、

恥=pgβ (Ta―T)LA                   〔6〕

燃料集合体表面に働く摩擦力 Fτは、管摩擦係数をλ、局所圧力損失をζとして
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A

燃料集合体中間の空気温度は、入日と出日の平均で与えられるため、

／

１

１

ヽ

ｕρ

１

一
２
〓Ｆ

λL
更電丁
十ζ
)

Ta=:(Ti+Te)

t缶:+ζ )u2==gβ
(Te― Ti)L

〔7〕

〔8〕

〔9〕

〔10〕

〔6〕 式と 〔7〕 式はつりあつている状態で流れるため、次式が得られる。

上式に 〔5〕 式を代入して整理すると、

1/3

Qgβ L

ρ CpA
def
+ζ
)

λL

Re=堂
ν

／

ｒ

ｉ

‐

ｌ

＼

〓ｕ

(

摩擦損失係数のλは、層流域 (Re(2,300)な ら次式で与えられる。

64
λ
Re

〔11〕

〔12〕

上記の条件で収東計算を行うと、燃料集合体の発熱量(最大発熱量)によつて、

出日空気温度 Teは第 2表のような結果になる。

なお、入日空気温度 4は、a。 で計算した建屋内空気温度 (室内温度 Tェか と

する。
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第 2表 燃料集合体の最大発熱量と出口空気温度

燃料集合体の最大発熱量

Q(k勁

出口空気温度

Te(℃ )

1,22 371

c.燃料被覆管表面温度計算

管内層流における気体単相の Nu数 (熱流東一aを 、

Nu-43併撃        田

として、熱伝達率比は、

ha=憑
51×
4.36                                         〔14〕

のように求められる。

燃料集合体 1体の発熱量 Q(W)から、

ぱ=希 (W/mっ         〔151
また、 1号炉及び2号炉における直近の運転サイクル中のピーキングファクタ

最大値をPFと して、

9'生q″xPF (W/m2)                              〔16〕

燃料被覆管の表面温度を Tc。 とすると、

9'生ha(T∞―TD                            〔17〕

燃料集合体中間の空気温度 Taの替わりに保《くに出口空気温度 Teを用いて評

価すると、

T∞=Te+げ t/々L CC)                               〔18〕
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すなわち、第 4図のとおり、燃料被覆管の表面温度 T∞ は、出口空気温度 Teよ

りもげる O③上昇することになる。

L。 (高温側)

使用済燃料の発熱量を
除熱するために必要な
温度差を求め、出口空
気温度Teから被覆管温
度Tc。を計算

L(低温側)
―上昇する空気へ使用済燃料の

崩壊熱が放出される

Ⅷ

第 4図 燃料被覆管表面温度の計算

燃料集合体の入日空気温度 Tiが保守側に建屋天丼の温度 Tェ a世 に等しいとし

て計算した出日空気温度 Teと燃料集合体の最大発熱量 Qの計算結果から、燃料

被覆管表面温度 T∞は、第 3表のとおり、最高でも約 379℃ となる。

なお、原子炉運転中の酸化及び使用積燃料ピット水がすべて喪失した後の空気

中での酸化により被覆管表面に生成した酸化皮膜内での温度上昇は 0.01℃程度

であり、評価上影響しない。また、燃料中心温度は、燃料被覆管表面温度よりも

1℃上昇する程度である。

第 3表 燃料被覆管表面温度上昇、燃料出口空気温度及び燃料被覆管表面温度
燃料被穫管

表面温度上昇

9'ノ比 (℃ )

出口空気温度

Te(℃ )

燃料被覆管表面温度

Tc()(qc)

8 371 379

燃料棒
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4.燃料被覆管クリープ歪の評価

使用済燃料ピット水がすべて喪失し燃料被覆管温度が上昇した状態におけるクリー

プ歪について評価を実施した。

評価条件、評価手法及び評価結果を以下に示す。

(1)評価条件

評価条件を以下のとおり設定する。

●燃料被覆管温度 :379℃

●燃料被覆管周方向応力σ:138MPa

pD
σ=厖T

p:燃料棒内圧 l-15.5ⅣIPa:1号炉及び 2号炉設置許可申請書上の炉心に

おける内圧評価が最大で 14.OMPaであることを踏まえ、

燃料棒内圧を 1次冷去蹴 臣力と同等と設定。)

D:纏御雛(型拌=&855m→

DO:孝卿覆管夕隆 ←9。35mm)※2

DI:被覆管内径(-8.36mm)

t:被覆管肉厚(-0。50mm)※2

※2:運転中の炉心における酸化及び使用済燃料ピット水が喪失した空

気中での酸化 (1年間の酸化量を考慮)による 130/0の被覆管減肉量

を考慮。

なお、上記の燃料被覆管周方向応力 (138MPa)は、未照射の燃料被覆管の降伏

応力 (約 300MPa※ 3)を十分に下回つている。

※3:保守的に未照射の燃料被覆管の降伏応力とした。
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(2)評価手法

文献団 141で示される以下のPWRの使用済燃料被覆管クリープ式を用いて、1年

後におけるクリープ歪を評価する。

なお、以下の式の適用範囲に、今回の評価において想定される温度範囲、応力の

範囲は含まれており当該評価モデル式の適用は可能と判断した。また、(1)の評価条

件 (燃料棒内圧及び被覆管減肉)に含まれる保守性により、以下の計算式に係る不

確かさ泡は既に評価結果に包含されている。

※4:文献141においては、以下の評価式の不確かさを考慮して、評価式から得ら

れる値を 1.55倍することとされている。

全クリープ歪(―):8=83+と・t ただし、色=aL+aH

低応力二次クリープ速度(1/h):

とL=4.04X101・
(畢)・ (暑)°

・48.ixp(――二」聖
;;|二
⊇二
)

高応力二次クリープ速度(1/h)

飽和一次クリープ歪(― )

色H=2.50× 1035.(:|)・ (暑)739.eXP(―甲 )

83=6.58X104.(睾
)。 (:|)1・

29.eXp(― 7,720× 1

RT

ここで

ｔ

Ｅ

σ

Ｒ

Ｔ

時間

ヤング率 (MPa)

周方向応力

気体定数 lJ/(mol・ 王0)

絶対温度

(h)

E=1.148× 105_59.9× T

61Pa)

R=8.3144(」 /mol・ Ю

(Ю
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(3)評価結果

原子炉運転中の酸イヒ減肉及び使用済燃料ピット水がすべて喪失した後の空気中で

の酸化減肉を考慮したとしても、上記評価条件での燃料被覆管のクリープ歪は 1年

後においても約 0.7%であり、クリープ歪の制限値である 1%141を下回つており、ピ

ット水が喪失してから1年後においてもクリープ変形による破断は発生せず、燃料

健全 l牛_が維持される。

5.結論

使用済燃料ピット水がすべて喪失し、建屋は健全であるが換気系は停止している状

態を仮定すると、使用済燃料は室内空気の自然対流により冷去「される。

1号炉及び 2号炉の使用済燃料は、原子炉停止以降、6年以上冷去,されており、自

然対流による冷却によつて、燃料被覆管表面温度は約 379℃以下に保たれる。

なお、 1号炉及び 2号炉の燃料被覆管はジルコニウム合金を使用しているが、約

379℃以下においては、ジルコニウム合金の酸イヒ反応速度は小さく、燃料被覆管の酸

化反応による表面温度への影響はほとんどない[5]。

上記の燃料被覆管表面温度 (約 379℃以下)における燃料被覆管の酸化減肉を考慮

した周方向応力は、未照射の燃料被覆管の降伏応力を十分下回つている。

また、上記の燃料被覆管表面温度 (約 379℃以下)においては、酸化減肉を考慮し

た燃料被覆管のクリープ歪は 1年後においても約 0。7%であり、クリープ変形による

破断は発生せず、燃料健全性に影響を与えるまでに十分な時間があり、その間に必要

な措置を講じることができる。

以上のことから、使用済燃料ピット水がすべて喪失しても、燃料被覆管温度の上昇

が燃料の健全陛に影響を与えることはないと考える。
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第 4表 燃料健全性評価における主要な入カパラメータの値と根拠

μ

‐
牌
∞

根拠

日本原子力学会推奨値及びORIGEN2に て崩壊熱を
計算 [6]

伝熱面積として建屋の全天丼面積を設定

建築分野で標準的に用いられる値を設定 [7]

建屋図面より設定

コンクリー トの一般的な物性値を設定 18]

建築分野で標準的に用いられる値を設定 171

太陽の輻射効果を考慮して設定 171

日本原子力学会推奨値及びORIGEN2に て崩壊熱を
計算 [6]

ランクセルの正方形断面内の流路を実効的な流路と設定

Aと摩擦損失計算用濡れぶち長さLfよ り算出

混合羽根付支持格子の圧損係数に基づき設定

Aと伝熱計算用濡れぶち長さLhよ り算出

燃料棒有効長を設定

直近の運転サイクル中の最大値(実績イ首出を設定

値

632kW

m2

9w/m2K

Eコ m

2.6W/mK

23W/m2K

80℃

1.22kヽV

0,036m2

def=4× Aノ
/Lf=0.016m

□

亀h=4×A/Lh=0,018m

3.648m

2.02

入カパラメータ

使用済燃料の総発熱量 Qめ tal

天丼面積 AЮば

内表面熱伝達率 hl

天丼コンクリー トの厚さ tcon

コンクリー トの熱伝導率 λ∞n

外表面熱伝達率 h2

外気温度 T。就_ar

燃料集合体 1体の発熱量 Q

流路面積 A

流れの等価直径 盛f

局所圧力損失 ζ

熱の等価直径 亀h

発熱長さL

ピーキングファクタ PF

計算手順

a.建屋からの
放熱計算

b。 自然姑流

熱伝達計算

c.燃料被擾管
表面温度

計算
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1.イまじめ

使用済燃料ピット水大規模漏えい時の未臨界l性評価について

本資料は、燃料体又は使用済燃料 (以下「燃料体等」という。)を使用済燃料ピント

に貯蔵している間において、使用済燃料ピットから冷去「水が大量に漏えいする事象を

考慮しても、使用済燃料ピントにおける燃料体等の臨界を防止できることを説明する

ものである。

2.評価の基本方針

使用済燃料ピット水大規模漏えい時の未臨界性評価は、臨界にならないよう配慮し

たランク形状、燃料配置及び制御棒酉己置において、使用済燃料ピット全体の水密度を

一様に O.0～1.Og/cm3ま で変化させた条件で評価を実施する。

なお、解析には米国オークリッジ国立研究所 (ORNL)により米国原子力規制委員

会 (NRC)の原子力関連許認可評価用に作成されたモンテカルロ法に基づく3次元多

群輸送計算コー ドであり、米国内及び日本国内の臨界安全評価に広く使用されている

SCALEシ ステムを用いる。燃料の燃焼計算には、 2次元輸送計算コー ドであり、

日本国内の PWR炉心管理に広く使用されているPHOENIX― Pを用いる。計算

フローを第 1図に示す。

3.計算方法

(1)計算体系

計算体系は、垂直方向、水平方向共に有限の体系とする。貯蔵する燃料は、各燃

料の濃縮度及び燃焼度に応 じて設定した領域で貯蔵可能な最も反応度の高い燃料

を当該領域のすべてのラックヘ貯蔵することを想定する。また、垂直方向では、上

下部の構造物による中性子反射効果を考慮し、燃料有効長上部は低水密度状態にお
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いても、十分な中性子の反射効果が得られる厚さ (中性子反射効果が飽和する厚さ)

である300mmの水反射と仮定し、燃料有効長下部についても同様に、1,000mmの

コンクリー トとして評価する。水平方向では、ピット側面の構造物による中性子反

射効果を考慮し、垂直方向上部と同様に300mmの水反射を仮定する。未臨界性評価

の計算体系を第2図～第4図に示す。

(2)計算条件

評価の計算条件は以下のとおり、貯蔵される燃料仕様の範囲内で未臨界J性評価上

厳しい結果を与えるように設定している。

a.燃料の初期濃縮度は、最高燃焼度48GWd/tの燃料は、約4.10wt%に濃縮度公

差を wt%と し、最高燃焼度55GWd/tの燃料は、約4.80wt%に濃

縮度公差を 就 %とする。

b.燃料有効長は、公称値3,648mmから延長し、3,660mmと する。

c.使用済燃料ラックの厚さは、中性子吸収効果を少なくするため下限値 (回

mm)とする。

d.使用済燃料ピット内の水は純水とし、残存しているほう素は考慮しない。

e.制御棒クラスタが挿入されている燃料は、制御棒クラスタの中性子吸収効果

を考慮する。

二制御棒クラスタ有効長さは、中性子吸収効果を少なくするため燃料有効長に

掛かる長さの下限値 □ mm)と する。

以下の計算条件は公称値を使用し、製作公差を未臨界性評価上厳しくなる側に不

確定性として考慮する (以下「製作公差に基づく不確恋性として考慮する計算条件」

という。)。

なお、製作公差に基づく不確定陛として考慮する計算条件には、ラック内での燃

料体等が偏る効果を含む。

g.ラ ックの中心間距離

h.ラ ックの内のり
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i.ラ ック内での燃料体等が偏る効果 (ラ ンク内燃料偏心)

j.燃料材の直径及び密度

k。 燃料被覆材の内径及び外径

1.燃料要素の中心間隔 (燃料体外寸)

木計算における計算条件を第1表に、不確疋
~性
評価の考え方及び評価結果につい

て別紙1に示す。

4.発電所に貯蔵中の 1号炉及び 2号炉の燃料

使用済燃料ピット (1号及び 2号炉共用)内には、635体 (新燃料 76体及び予備新

燃料領域 6体を含む)の燃料が貯蔵されているものとして未臨界J性評価を行う。

5.計算結果

使用済燃料ピット (1号及び 2号炉共用)に射する大規模漏えい時の未臨界性評価

結果を第 2表及び第 5図に示す。第 5図のとおり、純水冠水状態から水密度の減少に

伴い低水密度領域で実効増倍率に極大値が生じる。実効増倍率は最も厳しくなる低水

密度状態 (水密度 0。 12g/cm3)で最大のO.9424と なり、これに不確定性 0。0154を考

慮しても0,958と なり、臨界を防止できる。
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PHOENIX―P

S⑤ LヽE

(形状紳 (牛勿J隆条40

第 1図 計算フロー

燃料仕様

燃焼計算

原子個数密度

断面積ライブラリ

幾何形状

境界条件

BONAM
CEN阿駅胆[

PⅢ生C

(共鳴処理)

KENO
(臨界計算)

実効増倍率
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7

4

9
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iタ

:3

14

:色

モG

17

18

19

,0

21

22

田 55削d/tウラン新燃料

団 55GIVd/tウラ黙す辮斗

団 55CWd/tウラ黙鵬

□155Glld/tウラン燃焼燃料

□ 55611rd/tウ翔 麟料

日田55GテWd/tウ ラン燃焼燃料

肛 48Crllrd/tウ ラン新燃料

田田48CWd/tウ ラン燃焼燃料

困 48研 d/tウラ翔躙

団 48削 d/tウカ州燃料

団 48CWd/tウラン燃焼燃料

燃開支10Gllld/の

(燃阿霊20GVd/t)

燃焼度 30GrlVd/t)

(燃焼度 40CTllld/t)

燃焼度50帥 d/t)

(燃焼度 10Gllrd/t)

燃焼度 20CIVd/t)

鮎 度 30CTllld/t)

9撫院度 40Glld/t)

函□制御棒
クラスタ

□ 制御棒クラ
スタ

□ 制御棒クラ
スタ

□ 制御棒クラスタ

□ 制御棒クラスタ

□ 制御棒クラ
スタ

□ 制御棒クラスタ

+55CFIVd/tウ ラン新燃料

+55611d/tウ ラン燃焼燃料

+55Gllld/tウ ラン燃焼燃料

+55CIVd/tウ ラン燃焼燃料

+55GTIVd/tウ ラン燃焼燃料

+55CrlV(1/tウ ラ冽Λ例然料

+48GVd/tウ ラン燃脆燃料

麟 度 lllGIVd/t)

(燃焼度 211CWd/t)

鯨 度 30GrlVd/t)

燃焼度 40GIVd/t)

燃焼度 50GVd/t)

燃焼度 10Clld/t)

2参 制御棒クラスタ +48Gllld/tウ ラン燃碇燃料 嗽焼度 20Cilld/t)

□ 制御棒クラスタ +486Vd/tウ ラン燃焼燃料 燃焼度 311611rd/t)

□ 制御棒クラスタ +48削d/tウ ラン燃焼燃料 燃瘍曖 40Gllld/0

空ラック

※各領城には、州莞度が設定菊牛以上で、かつ濃縮度が設定菊牛以下の燃十1を貯蔵できる。

※※市町卸棒クラスタの中生子吸収効果を考慮している領域には、制御棒クラスタが挿入されている燃料を貯蔵する。

第 2図 使用済燃料ピット水大規模漏えい時の未臨界性評価の計算体系 (水平方向)
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第 3図 使用済燃料ピット水大規模漏えい時の未臨界J性評価の計算体系 (水平方向)
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2‐6



ステンレス鋼

純水領域

コンクリート反射体

第 4図 使用済燃料ピット水大規模漏えい時の未臨界性評価の計算体系 (垂直方向)
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第 1表 使用済燃料ピット水大規模漏えい時の未臨界Jl生評価の計算条件

(注 1)製作公差に基づく不確疋
~性
として考慮する計算条件

(注 2)中性子吸収効果を少なくするため下限値を使用
(注 3)中性子吸収効果を少なくするため燃料有効長に掛かる長さの下限値を使用

第 2表 使用済燃料ピット水大規模漏えい時の未臨界性評価結果

評価結果
(ィ主l

実効増倍率 0。 958 (0.9424)

(注)不確定サ性を含む。 ()内は不確定 l生を含まない低

計算条件 備考

燃 料体) 17× 17型
55GWd/t

ウラン燃料

17× 17型
48GWd/t

ウラ/黙料

燃料 235u濃縮度 wt%□ E三コwt%

55GWdノ t燃料イま4.80wt%

に濃縮度公差を見込んだ値

48GWd/t燃料イま4.10wt%
に濃縮度公差を見込んだ値

燃料材密度 理論密度の

97%
理論密度の

950/0
(注 1)

燃料材直径 8,19mm (注 1)

ク隆

燃料被覆材   内径 8.36mm
9.50mm

(注 1)

(注 1)

燃料要素中心間隔 12.61nI11 (注 1)

燃料有効長 3,660mm 公称値 3,648mmを延長

(ラ ック)

ランクタイプ アングル型

ラックの中心間距離 mm× mm (注 1)

材 料 ステンレス⇔岡

厚 さ mm (注 2)

内のり mm× mm (注 1)

(使用済燃料 ピット内の

水分条件)
糸切く

残存しているほう素は

考慮しない

密度 0.0～ 1.Og/cm3

(制御棒クラスタ)

制御材 銀―インジウムーカドミウム

給

クラスタ有効長さ mm (注 3)‐

2‐8



齢
撃
響
慕
4撃

1,巳

lt O

〔l.S

〔l,6

9.ミ

0.巳

O.0
0.0 〔14Ξ 0`4      0.も

永密度〔ごんが

'

第 5図 実効増倍率と水密度の関係

0と 8 1.0

0.9424

2‐9



Bll紙 ユ

大規模漏えい時の未臨界性評価における不確疋
~l性
評価の考え方及び評価結果

使用済燃料ピット (1号及び 2号炉共用)で、大規模漏えい時の未臨界をl生評価におい

て考慮すべき不確定J性として考えられるのは、以下のとおりである。

① 大規模漏えいを想定した解析モデルに係る不確疋
~l性

② 臨界計算上の不確定性 (計算コードに係る不確定性)

③ 製作公差に基づく不確定陛 (ラ ンク内での燃料体等が偏る効果を含む。)

上記のうち、「①大規模漏えいを想定した解析モデルに係る不確定性」として考えうる

項目は、使用済燃料ピット内の水分雰囲気、ほう素濃度条件及び使用済燃料ピットの構

造物条件が挙げられる。

使用済燃料ピット内の水分雰囲気については、使用済燃料ピント全体の水密度を一様

イこ0.0～1.Og/cm3ま で変化させ、使用済燃料ピット内の水は純水として評価し、残存し

ているほう素は考慮しない。また、上下部の構造物による中性子反射効果を考慮し、燃

料有効長上部は低水密度状態においても、十分な中性子反射効果が得られる厚さ (中性

子反射効果が飽和する厚さ)である300mmの水反射と仮定し、燃料有効長下部につい

ても同様に、1,000mmのコンクリー トとして評価する。側面も上部と同様に300mmの

水反射と仮定する。以上より、①に係る不確疋
~1性
については、すべて使用済燃料ピット

で大規模漏えいを想定した際に現実的に生じうる状態を十分に包絡できる設定としてい

る。

一方で、「②臨界計算上の不確疋
~l陛
(計算コー ドに係る不確疋

~J性
)」 イこついては、使用

済燃料ピット仕様及び燃料仕様等を考慮して選定した臨界実験に対して、ベンチマーク

解析を実施 し、臨界計算に考慮すべき平均誤差及び標準偏差を適切に評価し、不確疋
~!l生

として考慮する。
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また「③製作公差に基づく不確疋
~l性
(ラ ンク内での燃料体等が偏る効果を含む。)」 に

ついては、燃料製作公差、ラック製作公差及びラック内での燃料体等の偏りについて考

慮する。

上記より、使用済燃料ピント (1号及び 2号炉共用)で、大規模漏えい時に考慮すべ

き不確定性は②、③に係る不確疋
~l陛
であり、これらを評価した結果、不確疋

~ll生
の合計は

第 1表に示すとおり、実効増倍率が最も厳しくなる低水密度状態 (水密度 0。 12g/cm3)

で0,0154と なる。
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第 1表 大規模漏えい時の未臨界ll生評価における不確定陛評価結果

(最適減速状態 (水密度 0。 12g/cm3)の場合)

(注 1)国 際的に臨界実験デー タを評価収集 してい る OECD/NEAに よる
INTERNATIONAL}IANDBOOK OF EVALUATED C劇[TICALIttY SAFElV
BENCHMARK EXPEⅢMENTSに登録されているMOX燃料似韻搬料 を含む
体系の評価においては、ウラン燃料又は燃焼燃料と同様にプル トニウムを含む

MOX燃 料に対する不確疋~性のうち、評価結果が厳しくなるMOX燃料に対する
不確疋
~ll生
を使用する。)に係る臨界実験を対象にSCALE6.0シ ステムのベン

チマーク解析を実施して得られる加重平均実効増倍率の平均誤迭

(注 2)上記の臨界実験を封象にSCALE6.0シ ステムのベンチマーク解析を実施して
得られる加重平均実効増倍率の不確かさ (95%信頼度×95%確率での信頼係数を
考慮)。

(注 3)正負の製作公差のうち未臨界性評価上厳しくなる側の値を入力値とした。
(注 4)

(注 5)未臨界サ性評価にはラック間隔が

(注 6)

を使用する。

臨界計算上の不確定性評価項目 不確定性

計算コード

の不確定l生

平均誤差 δk 0.0013(注
1)

95%信頼度×95%確率 [c 0.0104(注
2)

不確定性 入力植苧
3)

製作公差に

基づ く不確

定陛

計 算 体 系

を第 1図に

示坑
(注 4)

ランクの内のり公差 ε w 0.0026 mm

燃料製作公差 こ r 0.0069

一燃料材直径 ε d (0.0030) mm

―燃料材密度 [1 (0.0049) %

―被覆材内径 [ cr (0。0023) mm

―柳初勃オタ隆 ε cd (0,0023) mm

―燃料体外寸 ga (0.0021) mm

計算体系

を第2図に

示す。

ラックの中心間距離公差 [p 0.0037は 5) Eコ m學

ラック内燃料偏心 こ f 0,0043(注
6)

統計誤差 σ 0.0006

不確疋
~J性
合計
鮭7)

ε 0.0154

(注 7)
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第 1図 製作公差に基づく不確疋~l陛評価の計算体系
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第 2図 製作公差に基づく不確疋~l陛評価の計算体系
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資料 3

使用済燃料ピント水大規模漏えい時の使用済燃料からのスカイシャイン線による

周辺公衆への放射線被ばくの影響について

1.想定事象

使用済燃料ピット (1号及び 2号炉共用)において、冷却水がすべて喪失した場合

を想定する。ただし、使用済燃料ピット (1号及び 2号炉共用)のある原子炉補助建

屋及び使用済燃料ピット壁面等の周囲構造物は健全であり、使用済燃料からの放射線

を遮蔽する効果は維持されるとして、露出された使用済燃料からのスカイシャイン線

による敷地境界上の評価地点における実効線量を評価する。

なお、使用済燃料ピット中の燃料は地表面よりも低い位置に貯蔵されており、周囲

の上壌が遮蔽効果を有していることから、使用済燃料からの直接線による実効線量は

無視することができる。

2.評価条件

2.1線源の条件

使用済燃料ピント冷去「水が全喪失した場合の燃料集合体の健全性は維持されるもの

とし、使用済燃料集合体の線源強度をORIGEN2コ ー ドにて第 1表の条件にて算

出した。線源となる貯蔵中の使用済燃料は、燃焼履歴及び冷去l年数を考慮する。

2.2計算モデル

上部開口部以外における直接線の影響は無視できることから、鉛直上方向に放出さ

れるガンマ線のスカイシャインによる影響について評価した。

スカイ シャイ ン線 の評価 に当た つては、実績 のあ る SCATTERINGコ ー ドを

使用した。

スカイシャイン線量の評価モデルを第 1図に示す。
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使用済燃料ピット冷去「水はすべて喪失しているものとし、水遮蔽の効果は見込まな

い。また、放射線が散乱するオペ レーションフロア (以下「0/F」 という。)上部の

範囲については原子炉補助建屋等の遮蔽効果は考慮せず、放射線の散乱領域が大きく

なるよう、使用済燃料ピットの幅は長手方向の寸法を用いるとともに、使用済燃料ピ

ット中央の燃料集合体上端高さに,点線源を配置した保守的なモデルとした。

2.3評価地点

スカイシャイン線による実効線量の評価は、集落側の敷地等境界上で、使用済燃料

ピット (1号及び 2号炉共用)からの距離がもつとも短く、実効線量が最大となる地

点について実施する。第 2表に評価地点の評価条件、第 2図に評価地点の概田各図を示

丸

3.使用済燃料ピットからのスカイシャイン線による実効線量評価結果

使用済燃料ピント (1号及び 2号炉共用)の使用済燃料の全放射能強度を考慮し、

使用済燃料ピット冷却水がすべて喪失した状態を想定して、敷地等境界上の評価地ッ煮

におけるスカイシャイン線による実効線量を評価した結果は 1。 lμ Sv/hであり、保安

規定に基づき整備している体制に従い使用済燃料ピット (1号及び 2号炉共用)に注

水する等の措置を講じる時間を十分確保できることから、周辺公衆への放射線被ばく

の影響は小さい。
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条件 1号及び 2号炉共用

燃料仕様 17× 17Ⅷ

燃焼条件 ～55GWd/t

冷去「条件 6年以上冷去「

貯蔵体数 704イ本※

第 1表 線源強度の設定条件

※ :現在 8号炉及び4号炉使用済燃料ピットに貯蔵中の使用済燃料を一部含む。

+□

ガ一

θ

点線源

トピ

′メ  E.L.

m

θ==IIIIIrad

(V∋ 0/F上部の範囲の遮蔽は考慮しない。

第 1図 評価モデル

‐

―
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評価地J煮 評価地Jtt E.L. 甚聯

敷地等境界評価地点

(2号炉中心からSSE方向)
1号及び 2号炉共用
原子炉補助建屋から

+40.O rn 約 750m

第 2表 評価地点の評価条件

第 2図 評価地点の概略図
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